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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結経営指標等」については、記載しており

ません。 

２ 売上高には消費税及び地方消費税（以下消費税等）は、含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第93期まで及び第95期中は潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、第93期においては、関連会社が存在しないため、第94期から

第95期においては、利益基準及び剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記載しておりま

せん。 

５ 従業員は就業人員によっております。なお、臨時従業員はおりません。 

６ 第94期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。 

７ 第94期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（平成17年12月９日 企業 

会計基準適用指針第８号）」を適用しております。 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
６月１日 

至 平成18年 
11月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
５月31日 

売上高 （千円） 1,326,592 ― 2,422,413 2,950,144 1,081,102 

経常利益 （千円） 205,832 ― 167,151 469,212 163,828 

中間（当期）純利益 （千円） 113,541 ― 20,249 187,740 115,995 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 2,357,919 ― 3,361,765 2,357,919 3,361,765 

発行済株式総数 （株） 23,297,848 ― 27,144,001 23,297,848 27,144,001 

純資産額 （千円） 5,659,322 ― 7,900,383 6,349,475 8,133,507 

総資産額 （千円） 16,597,133 ― 42,166,133 17,698,827 30,581,902 

１株当たり純資産額 （円） 243.12 ― 291.34 272.79 299.91 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
（円） 4.88 ― 0.75 8.06 4.82 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

（円） ― ― ― ― 4.66 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― 4.00 2.00 

自己資本比率 （％） 34.1 ― 18.7 35.9 26.6 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 471,872 ― △11,402,786 864,319 △9,465,618 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △46,036 ― 3,443,175 △125,077 158,257 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △421,372 ― 10,204,065 △743,596 10,626,926 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 202,348 ― 3,757,549 193,529 1,513,095 

従業員数 （名） 28 ― 80 29 54 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

  （注）１ 従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員はおりません。 

     ２ 「業績等の概要」に記載のとおり、８月１日付けで実務経験者の新規採用を行ったこと等により、26名増

加しております。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、UIゼンセン同盟中央毛織労働組合と称し、UIゼンセン同盟繊維関連部会に加盟し、会社とは

正常かつ安定した労使関係を維持しております。 

 なお、平成18年４月１日より労働組合と覚書を締結し、オープンショップ制を採用しております。 

  平成18年11月30日現在

事業部門名 従業員数（名） 

不動産開発部門 42   

不動産賃貸部門 4   

繊維部門 11   

シニア事業部門 2   

管理部門 21   

合計 80   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、特にアジアの高成長を背景とする輸出が牽引となり、設備投資の増加や

雇用の拡大により、11月には戦後最長と言われた「いざなぎ景気」をも抜く景気拡大となりました。しかしながら

一方で、米国経済の減速、個人消費の鈍化等も懸念されており、景気の先行きは必ずしも楽観出来ない状況にあり

ます。 

 この中で不動産開発業界、特にマンション開発業界は、一部では地価高騰に伴う販売価格の上昇により昨年比で

の販売戸数の減少が懸念されるものの、おおむね堅調に推移致しました。また不動産賃貸業界も景気の回復基調を

反映し、空室率も序々に減少しております。毛糸業界は、豪州羊毛の原料高を背景とした紡績各社の減産により、

国産毛糸が２年ぶりの高値をつけました。中国などの需要拡大も相俟って国際的に根強い先高観があり、今後のコ

スト高の影響が懸念されます。シニアハウジング＆サービス業界は、高齢化社会の進展により今後の需要の拡大が

予想されますが、新規参入業者も多く競争は非常に激しくなって参りました。 

 このような状況のなかで、不動産開発部門は土地仕入、建築着工等それぞれの案件において順調に推移しました

が、当中間会計期間においては、未だマンションの竣工引渡しは行われておらず、販売には至っておりません。当

中間会計期間は、マンション建築用資材等の売上および仲介・コンサルティング業務の収益のみであり、売上は７

億６千８百万円に留まりました。８月１日付けで更なる実務経験者25名の新規採用を行ったこともあり、先行費用

の負担により６千万円の営業損失となりました。 

 不動産賃貸部門は、景気回復のなかで入室率は改善され好調に推移し、売上高８億１千４百万円、営業利益３億

１千３百万円となりました。保有賃貸資産を見直し賃貸業再構築を検討して参りましたが、当中間会計期間では、

隣接の丸満ビルの取得をきっかけに、広小路ビル、中央広小路ビルの２棟を売却し、最終的に三栄ビル、中央伏見

ビル、丸満ビル３棟の１棟大型ビルディングへの建替えを決定致しました。40年を超える各ビルの今後のＩＴ化へ

の対応及び耐震補強を検討するなかで、この選択と集中を実行した次第であります。 

 繊維部門は、モヘア混糸の価格上昇および景気回復に伴う衣料需要の増加のなかで、採算重視と経費削減に取り

組んだ結果、当初の見通しを上回り、売上高８億３千５百万円、営業利益３千２百万円を計上することができまし

た。 

 シニア事業部門は、最初の取り組みであるグループホーム「なでしこ大紀」の運営は軌道化して来ましたが、当

中間会計期間は未だ先行費用の負担があり、売上高３百万円、営業損失２千３百万円となりました。 

 以上の結果、売上高24億２千２百万円、営業利益２億６千２百万円、経常利益１億６千７百万円となりました。

これに加えて、特別利益として投資有価証券売却益２億３千万円、広小路ビル、中央広小路ビル２棟の固定資産売

却益３億９千万円があり、一方、三栄ビル、中央伏見ビル、丸満ビルの建替え決定に伴う臨時償却費等の特別損失

７億４千３百万円を計上し、中間純利益は２千万円となりました。なお、前期は決算期変更に伴い５ヶ月決算とな

ったため、対前年同期比較は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動による資金の減少分を長期借

入金の調達及び有形固定資産の売却等による収入で補い、前事業年度末に比べ22億４千４百万円増加し、37億５千

７百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間における営業活動による資金の減少は、114億２百万円となりました。これは、主として不

動産開発事業の進捗に伴うたな卸資産の増加額93億９千３百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間における投資活動による資金の増加は、34億４千３百万円となりました。これは、主とし

て、有形固定資産の取得による10億円の支出等に対し、有形固定資産の売却による収入44億６千９百万円等が

あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間における財務活動による資金の増加は102億４百万円となりました。これは、主として短期

借入金の純減少額27億５百万円、長期借入金の返済による支出22億１千６百万円等に対し、長期借入金の調達

による収入146億５百万円によるものです。  



２【契約及び販売の状況】 

(1）契約実績 

 当中間会計期間における不動産開発事業の契約実績は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 なお、前期は決算期変更に伴い５ヶ月決算となったため、対前年同期比較は行っておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業部門 契約高（千円） 契約残高（千円） 

不動産開発部門 22,121,446 22,121,446 

事業部門 販売高（千円） 

不動産開発部門 768,337 

不動産賃貸部門 814,743 

繊維部門 835,831 

シニア事業部門 3,500 

合計 2,422,413 

相手先 
当中間会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 

㈱マイカル 454,923 18.8 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間においては、賃貸設備の見直しを行い、選択と集中による賃貸事業の再構築を目的として、下記丸

満ビル１棟の取得と、広小路ビル、中央広小路ビル２棟の売却を実行致しました。 

 （１）取得 

 （２）売却 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

合計 

丸満ビル 

(名古屋市中区) 
賃貸用不動産 － － － 

956,388

(483.85) 
956,388 － 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置 
及び運搬具

工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

合計 

広小路ビル 

(名古屋市中区) 
賃貸用不動産 432,512 5 6,658

1,488,644

(594.28) 
1,927,820 － 

中央広小路ビル 

(名古屋市中区) 
賃貸用不動産 472,821 － 5,671

1,672,416

(820.65) 
2,150,910 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 44,800,000 

計 44,800,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成18年11月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年２月23日）

上場証券取引所名 
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 27,144,001 27,144,001 

名古屋証券取引所 

市場第二部 

東京証券取引所 

市場第二部 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 27,144,001 27,144,001 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
 （株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
 （千円） 

資本準備金 
残高 

 （千円） 

平成18年６月１日～

平成18年11月30日 
－ 27,144,001 － 3,361,765 － 2,532,806 

  平成18年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ゼクス 東京都千代田区内幸町１丁目１番７号 14,588 53.74 

株式会社ＥＩＧＥＮＶＥＣ 東京都港区虎ノ門１丁目25番５号 2,558 9.42 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 808 2.97 

日本トラスティ・サービス信託 

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 605 2.22 

安義明 千葉県船橋市 481 1.77 

山田治美 愛知県豊明市 475 1.74 

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３番地 450 1.65 

永和証券株式会社 大阪市中央区今橋１丁目７番22号 400 1.47 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 293 1.08 

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２丁目４番１号 131 0.48 

計 ― 20,789 76.58 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式（失念株式）が2,000株

（議決権２個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式363株が含まれております。 

 ②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    26,000
― 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

27,007,000  
27,007  同上 

単元未満株式 
普通株式 

111,001  
― 同上 

発行済株式総数  27,144,001  ― ― 

総株主の議決権 ― 27,007  ― 

  平成18年11月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
 （株） 

他人名義 
所有株式数 
 （株） 

所有株式数の合計 
 （株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

㈱中央コーポレーション 
名古屋市中区錦 

１丁目３番４号 
26,000 ― 26,000 0.1 

計 ― 26,000 ― 26,000 0.1 

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 430 405 400 401 380 335 

最低（円） 390 360 318 341 326 255 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、当中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第95期中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日

まで）の中間財務諸表については、あずさ監査法人の中間監査を受けております。 

 当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第94期    新日本監査法人 

 第95期中   あずさ監査法人 

３ 中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準    0.16％ 

売上高基準   1.06％ 

利益基準    3.80％ 

利益剰余金基準 1.04％ 

※会社間項目消去後の数値により算出しております。 

４ 決算期変更について 

平成18年３月29日開催の第93期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を12月31日から５月31日に

変更いたしました。これに伴い、第94期事業年度は、平成18年１月１日から平成18年５月31日までの５ヶ月間となっ

たため、中間財務諸表を作成しておりません。従って、前中間会計期間の記載を省略しております。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 3,757,549 1,513,095 

２ 受取手形   310,401 208,584 

３ 売掛金 621,519 61,539 

４ 製品 487,175 515,368 

５ 原材料 185 292 

６ 仕掛品 223,178 198,570 

７ 不動産事業支出金  ※２ － 11,776,284 

８ 仕掛用不動産  ※２ 14,480,992 － 

９ 開発用不動産  ※２ 6,691,670 － 

10 貯蔵品 11,586 10,325 

11 前渡金 1,987,385 455,746 

12 前払費用 834,409 59,294 

13 繰延税金資産 89,261 48,606 

14 未収消費税等 － 6,665 

15 その他 1,056,211 194,726 

貸倒引当金 △1,500 △300 

流動資産合計 30,550,027 72.5 15,048,801 49.2

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2   

(1）建物 3,896,995 5,590,855 

(2）機械装置 71,219 74,675 

(3）土地 5,066,423 7,271,096 

(4）その他 234,855 248,264 

有形固定資産合計 9,269,494 22.0 13,184,891 43.1

２ 無形固定資産 11,177 0.0 11,887 0.0

３ 投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※2,4 1,661,081 2,077,800 

(2）関係会社株式 45,000 45,000 

(3）前払年金費用 187,644 47,922 

(4）その他 456,709 180,599 

貸倒引当金 △15,000 △15,000 

投資その他の資産合計 2,335,434 5.5 2,336,322 7.7

固定資産合計 11,616,106 27.5 15,533,101 50.8

資産合計 42,166,133 100.0 30,581,902 100.0 

    

 



  
当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 1,105,716 173,863 

２ 買掛金 1,407,304 2,553,358 

３ 短期借入金 ※２ 5,493,360 7,105,000 

４ 未払法人税等 327,289 20,519 

５ 賞与引当金 94,937 34,984 

６ 預り金 1,692,062 85,550 

７ その他 ※3,4 1,080,377 273,053 

流動負債合計 11,201,047 26.6 10,246,328 33.5

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 18,020,960 6,726,000 

２ 繰延税金負債 176,198 557,703 

３ 長期預り金 ※２ 4,804,558 4,914,607 

４ その他    62,984 3,755 

固定負債合計 23,064,702 54.7 12,202,066 39.9

負債合計 34,265,749 81.3 22,448,395 73.4

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１  資本金 3,361,765 8.0 3,361,765 11.0

２  資本剰余金   

(1）資本準備金 2,532,806 2,532,806 

(2）その他資本剰余金 121 0 

資本剰余金合計 2,532,927 6.0 2,532,807 8.3

３  利益剰余金   

(1）利益準備金 312,700 312,700 

(2）その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 60,862 62,049   

別途積立金  593,018 593,018   

繰越利益剰余金 358,132 1,012,012 390,934 1,046,002 

利益剰余金合計 1,324,712 3.1 1,358,702 4.4

４  自己株式 △6,036 △0.0 △5,259 △0.0

株主資本合計 7,213,369 17.1 7,248,015 23.7

Ⅱ 評価・換算差額等   

１  その他有価証券評価差額金 687,014 885,491 

評価・換算差額等合計 687,014 1.6 885,491 2.9

純資産合計 7,900,383 18.7 8,133,507 26.6

負債純資産合計 42,166,133 100.0 30,581,902 100.0 

    



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   2,422,413 100.0 1,081,102 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,565,566 64.6 667,951 61.8

売上総利益   856,847 35.4 413,150 38.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   594,773 24.6 300,121 27.7

営業利益   262,073 10.8 113,029 10.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 14,379 0.6 115,579 10.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 109,301 4.5 64,780 6.0

経常利益   167,151 6.9 163,828 15.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 620,728 25.6 290,761 26.9

Ⅶ 特別損失 ※４ 743,683 30.7 253,565 23.5

税引前中間（当期）純利益   44,195 1.8 201,024 18.6

法人税、住民税及び事業税 ※６  314,670 12,616   

法人税等調整額 ※６ △290,724 23,945 1.0 72,412 85,028 7.9

中間（当期）純利益   20,249 0.8 115,995 10.7

      



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日）                        （単位：千円）

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
その他 
資本剰余
金 

利益準備金

その他利益剰余金 

圧縮記帳
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年５月31日残高 3,361,765 2,532,806 0 312,700 62,049 593,018 390,934 △5,259 7,248,015

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当     △54,239   △54,239

圧縮記帳積立金取崩し      △1,187 1,187   －

中間純利益     20,249   20,249

自己株式の取得       △1,013 △1,013

自己株式の売却     120   235 356

その他有価証券の売却による
増減  

        －

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増減  

        －

中間会計期間中の変動額合計 
  

－ － 120 － △1,187 － △32,802 △777 △34,646

平成18年11月30日残高 3,361,765 2,532,806 121 312,700 60,862 593,018 358,132 △6,036 7,213,369

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年５月31日残高 885,491 8,133,507

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当   △54,239

圧縮記帳積立金取崩し    －

中間純利益   20,249

自己株式の取得   △1,013

自己株式の売却   356

その他有価証券の売却による
増減  

△137,765 △137,765

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増減  

△60,712 △60,712

中間会計期間中の変動額合計 
  

△198,477 △233,123

平成18年11月30日残高 687,014 7,900,383



前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年５月31日）                          （単位：千円）

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備金 
その他 

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金 

圧縮記帳
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高 2,357,919 1,536,652 0 312,700 64,954 593,018 365,136 △4,022 5,226,359

事業年度中の変動額         

新株の発行 
（新株予約権の行使） 

1,003,845 996,154     2,000,000

剰余金の配当     △93,102   △93,102

圧縮記帳積立金取崩し      △2,904 2,904   －

当期純利益     115,995   115,995

自己株式の取得       △1,236 △1,236

その他有価証券の売却による
増減 

        －

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増減  

        －

事業年度中の変動額合計 1,003,845 996,154 － － △2,904 － 25,798 △1,236 2,021,656

平成18年５月31日残高 3,361,765 2,532,806 0 312,700 62,049 593,018 390,934 △5,259 7,248,015

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成17年12月31日残高 1,123,116 6,349,475

事業年度中の変動額   

新株の発行 
（新株予約権の行使） 

  2,000,000

剰余金の配当   △93,102

圧縮記帳積立金取崩し    －

当期純利益   115,995

自己株式の取得   △1,236

その他有価証券の売却による 
増減 

△173,115 △173,115

純資産の部に直接計上された
その他有価証券評価差額金の
増減  

△64,509 △64,509

事業年度中の変動額合計 △237,624 1,784,031

平成18年５月31日残高 885,491 8,133,507



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税引前中間（当期）純利益   44,195 201,024 

２ 減価償却費   177,307 129,746 

３ 無形固定資産償却費   785 468 

４ 長期前払費用償却   － 7,471 

５ 貸倒引当金の増加額（△減少額）   1,200 △300 

６ 賞与引当金の増加額    59,952 34,984 

７ 前払年金費用の増加額   △139,722 △8,708 

８ 役員退職慰労引当金の減少額    － △75,400 

９ 受取利息及び受取配当金   △11,376 △2,014 

10 支払利息   55,094 26,643 

11 投資有価証券売却益   △230,459 △290,461 

12 有形固定資産売却益   △390,269 － 

13 臨時償却費   660,304 － 

14 減損損失   － 174,760 

15 売上債権の減少額（△増加額）   △661,796 221,987 

16 たな卸資産の増加額   △9,393,946 △11,880,473 

17 仕入債務の増加額（△減少額）   △214,200 2,483,110 

18 その他流動資産の増加額   △2,842,044 △596,065 

19 その他流動負債の増加額   1,794,743 160,489 

20 未払消費税等の増加額（△減少額）   57,049 △21,478 

21 未収消費税等の減少額（△増加額）   6,665 △6,665 

22 その他    △318,596 8,390 

小計   △11,345,113 △9,432,492 

23 利息及び配当金の受取額   9,338 2,010 

24 利息の支払額   △54,499 △28,625 

25 法人税等の支払額   △12,511 △6,511 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △11,402,786 △9,465,618 

 



    
当中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 投資有価証券の取得による支出   － △1,500 

２ 投資有価証券の売却等による収入    342,137 302,231 

３ 関係会社株式の取得による支出   － △5,000 

４ 出資金の取得による支出   － △1,010 

５ 貸付による支出   △350,000 － 

６ 貸付金の回収による収入    5,000 － 

７ 有形固定資産の取得による支出   △1,000,945 △88,344 

８ 有形固定資産の売却による収入   4,469,000 － 

９ 無形固定資産の取得による支出   △75 △3,129 

10 その他投資の取得による支出    △22,275 △47,658 

11 その他投資の売却による収入   334 2,668 

投資活動によるキャッシュ・フロー   3,443,175 158,257 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の純増加額（△減少額）   △2,705,000 3,645,000 

２ 長期借入金の調達による収入   14,605,000 5,726,000 

３ 長期借入金の返済による支出   △2,216,680 △640,000 

４ 株式貸借取引による預り金増加額   575,280 － 

５ 新株予約権付社債の発行による収入    － 1,989,825 

６ 自己株式取得による支出   △1,013 △1,236 

７ 自己株式売却による収入   356 － 

８ 配当金の支払額   △53,877 △92,662 

財務活動によるキャッシュ・フロー   10,204,065 10,626,926 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   2,244,454 1,319,565 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,513,095 193,529 

Ⅵ 現金及び現金同等物の       
中間期末（期末）残高 

  3,757,549 1,513,095 

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品 

  …移動平均法による原価法 

開発用不動産、仕掛用不動産   

 …個別法による原価法  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品 

 …移動平均法による原価法 

不動産事業支出金   

 …個別法による原価法  

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…      同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…         同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、不動産部門の

賃貸物件については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

       同左 

建物 ３～39年

構築物 ４～50年

機械装置 ２～15年

車両及び運搬具 ４年

工具器具備品 ３～20年

 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における見込利用可能期間(５年)による定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に備えるため、当中

間会計期間に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左  

  

  

  

  

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事

業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。ただし、当中間会計期

間末においては、年金資産が退職給付債務を超え

ているため、投資その他の資産「前払年金費用」

として計上しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。ただし、当事業年度末にお

いては、年金資産が退職給付債務を超えているた

め、投資その他の資産「前払年金費用」として計

上しております。 

 



当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

４ 支払利息の原価算入 

土地の購入金額が３億円以上で、かつ、開発期間が

１年を超える不動産開発事業に係る支払利息は、開

発期間中のものに限り、取得原価に算入しておりま

す。なお、当中間会計期間において取得原価に算入

した支払利息は147,210千円であります。 

４ 支払利息の原価算入 

土地の購入金額が３億円以上で、かつ、開発期間が

１年を超える不動産開発事業に係る支払利息は、開

発期間中のものに限り、取得原価に算入しておりま

す。なお、当事業年度において取得原価に算入した

支払利息は19,783千円であります。 

(追加情報) 

当事業年度より、不動産開発事業に進出したこと

に伴い、当該処理を採用することとしておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

長期借入金のうち、金利スワップを付しているも

のについては、特例処理の要件を満たしておりま

すので特例処理を採用しております。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ …… 長期借入金の利息 

同左 

(3）ヘッジ方針 

当社の内部規程である「市場リスク管理規程」及

び「リスク別管理要領」に基づき、金利変動リス

クを軽減することを目的に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、継続して金利の変動による影響を相殺

または一定の範囲に限定する効果が見込まれるた

め、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。 

８ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

 ＿＿＿＿＿＿  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。こ

の結果、売上原価が2,357千円減少し、販売費及び一般管

理費が2,659千円減少し、営業利益及び経常利益は5,016

千円増加、特別損失が174,760千円増加し、税引前当期純

利益が169,743千円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、各資産の金額から

直接控除しております。 

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,133,507千円であります。 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

(損益計算書) 

１ 前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「投資有価証券売却益」は、特別利

益の総額の100分の10を越えたため区分掲記するこ

ととしました。なお、前事業年度における「投資有

価証券売却益」の金額は222千円であります。 

２  前事業年度まで区分掲記しておりました「たな卸資

産処分損」（当期末残高11,269千円）は、特別損失

の総額の100分の10以下であるため「その他」に含

めて表示することとしました。 

  

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

 前事業年度に営業外収益に含めておりました不動産開

発事業に係る「受取手数料」は、事業上の重要性が増し

てきたため、当事業年度より売上高に含めることとしま

した。この結果、前事業年度の方法によった場合と比較

して、売上高、売上総利益、営業利益がそれぞれ108,215

千円増加しておりますが、経常利益に与える影響はあり

ません。 

＿＿＿＿＿＿ 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度末 
（平成18年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額         

 5,063,592千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額             

 4,597,478千円  

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

開発用不動産 5,143,519千円

仕掛用不動産 7,544,773千円

建物 3,181,866千円

土地 1,051,256千円

合計 16,921,416千円

不動産事業支出金 8,534,186千円

建物 4,297,390千円

土地 3,645,391千円

その他（構築物） 223,181千円

投資有価証券 541,410千円

合計 17,241,560千円

上記の担保資産を供した債務 上記の担保資産を供した債務 

短期借入金 1,760,000千円

長期借入金 

（一年内の返済分含む） 
17,681,000千円

長期預り金 2,686,600千円

合計 22,127,600千円

短期借入金 3,850,000千円

長期借入金 

（一年内の返済分含む）
7,192,666千円

長期預り金 2,686,600千円

合計 13,729,266千円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

※３       ＿＿＿＿＿＿ 

※４ 投資有価証券の消費貸借契約 

 投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでお

り、その中間貸借対照表価額は754,800千円でありま

す。なお、当該取引に係る預り金受入高は、流動負

債の「その他」に含まれており、その金額は575,280

千円であります。 

 ※４       ＿＿＿＿＿＿ 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取配当金 8,685千円 

受取利息 2,690千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取手数料 110,000千円 

受取配当金 1,614千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 55,094千円

金融手数料 29,709千円

手数料 9,032千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 26,643千円

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 390,269千円

投資有価証券売却益 230,459千円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 290,461千円

※４ 特別損失の主要項目 

臨時償却費 660,304千円

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 174,760千円

棚卸資産評価損 61,425千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 

（臨時償却費含む）  

837,611千円

無形固定資産 785千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 129,746千円

無形固定資産 468千円

※６ 当中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整

額は、当期において予定している剰余金の処分によ

る圧縮記帳積立金の取崩しを前提として当中間会計

期間に係る金額を計算しております。 

※６       ＿＿＿＿＿＿ 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,948株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少1,055株は、単元未満株式の売却による減少であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,261株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が事業年度末後となるもの 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 27,144,001 － － 27,144,001 

合計 27,144,001 － － 27,144,001 

自己株式         

普通株式 （注）１、２ 24,470 2,948 1,055 26,363 

合計 24,470 2,948 1,055 26,363 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月23日 

定時株主総会 
普通株式 54,239  2.00 平成18年５月31日 平成18年８月24日

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度 
増加株式数（株） 

当事業年度 
減少株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 23,297,848  3,846,153  －  27,144,001 

合計  23,297,848  3,846,153  －  27,144,001 

自己株式         

普通株式 （注）  22,209  2,261  － 24,470 

合計 22,209 2,261 － 24,470 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  93,102 4.00 平成17年12月31日 平成18年３月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年８月23日 

取締役会 
普通株式  54,239 利益剰余金  2.00 平成18年５月31日 平成18年８月24日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年11月30日） （平成18年５月31日） 

現金及び預金勘定 3,757,549千円

現金及び現金同等物 3,757,549千円

現金及び預金勘定 1,513,095千円

現金及び現金同等物 1,513,095千円

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（千
円）  

中間期
末残高
相当額 
（千円）

その他 
（車両及び運搬具） 

3,096 2,417 474 204

合計 3,096 2,417 474 204

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（千
円）  

期末残
高相当
額 
（千円） 

その他 
（車両及び運搬具）

3,096 2,295 474 326 

その他 
（工具器具備品） 

10,356 10,118 205 31 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

41,424 40,474 823 126 

合計 54,876 52,888 1,503 484 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残

高 

    未経過リース料期末残高相当額 

    リース資産減損勘定中間期末残高 225千円 

１年以内 430千円

１年超 －千円

合計 430千円

    リース資産減損勘定期末残高 361千円 

１年以内 674千円

１年超 172千円

合計 846千円

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 416千円

リース資産減損勘定の取崩額  136千円

減価償却費相当額 280千円

支払リース料 2,570千円

リース資産減損勘定の取崩額  1,141千円

減価償却費相当額 1,428千円

減損損失  1,503千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成18年11月30日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。 

(1）個々の銘柄について時価の下落率が50％を超える場合は、時価が著しく下落していると判断し、回復可

能性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

(2）個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄

を時価が著しく下落していると判断し、回復可能性がない場合は減損処理を行うこととしております。

① 当該銘柄について、過去２年間に渡り下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。 

② 当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。 

③ 当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

① 株式 488,292 1,641,605 1,153,313 

② その他 7,040 9,537 2,497 

合計 495,332 1,651,143 1,155,811 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式 30,000 

(2）関連会社株式 15,000 

(3）その他有価証券   

非上場株式 9,937 



前事業年度末（平成18年５月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。 

(1）個々の銘柄について時価の下落率が50％を超える場合は、時価が著しく下落していると判断し、回復可

能性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

(2）個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄

を時価が著しく下落していると判断し、回復可能性がない場合は減損処理を行うこととしております。

① 当該銘柄について、過去２年間に渡り下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。 

② 当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。 

③ 当該銘柄に発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

① 株式 575,098 2,058,753 1,483,654 

② その他 7,040 9,109 2,068 

計 582,138 2,067,862 1,485,723 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式 30,000 

(2）関連会社株式 15,000 

(3）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 9,937 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

（持分法損益等） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

「金融商品に係る会計基準」により、借入金利安定のた

め利用されているデリバティブ取引（金利スワップ取

引）については、ヘッジ会計を行っております。 

その取引の内容及び利用目的等については「中間財務諸

表作成の基本となる重要な事項６ヘッジ会計の方法」に

記載しております。 

同左 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度末 
（平成18年５月31日） 

「金融商品に係る会計基準」により、借入金利安定のた

め利用されているデリバティブ取引（金利スワップ取

引）については、ヘッジ会計を適用しているため、注記

の対象から除いております。 

同左 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

 平成18年８月23日の株主総会において決議しておりま

すが、平成19年３月16日開催予定の取締役会決議で付与

することとなっておりますので、該当事項はありませ

ん。  

＿＿＿＿＿＿  

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、持分法

損益等の注記を省略しております。 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定基礎は以下

のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額 291円34銭

１株当たり中間純利益金額 75銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 299円91銭

１株当たり当期純利益金額 4円82銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額  
4円66銭

  
当中間会計期間 

(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益（千円）  20,249 115,995 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式にかかる中間（当期）純利益金額（千円） 20,249 115,995 

普通株式の期中平均株式数（千株） 27,118 24,043 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

（千円）  
－ － 

中間（当期）純利益調整額（千円）   － － 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳

（千株） 

 無担保転換社債型新株予約権付社債   

－ 815 

普通株式増加数（千株）  － 815 



（重要な後発事象） 

  

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年５月31日） 

  

  ＿＿＿＿＿＿ 

１  当社の平成18年８月23日開催の定時株主総会決議に基

づき、当社の取締役及び監査役に対して、会社法第

236条、第238条及び第239条の規定ならびに会社法第

361条及び第387条の規定に基づく新株予約権の付与を

行います。 

 ① 付与対象者の区分及び人数 

   取締役７名、監査役３名 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種類 

普通株式 

 ③ 株式の数 

取締役135,000株、監査役35,000株を上限とする。 

 ④ 新株予約権の行使時の払込金額 

各新株予約権の行使に際して支出される財産の価額

は、新株予約権の行使により交付を受けることができ

る株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 ⑤ 新株予約権の行使期間 

新株予約権の割当日の翌日から２年を経過した日より

３年以内とする。 

 ⑥ 新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。 

 ２ 当社の平成18年８月23日開催の定時株主総会決議に基

づき、当社の従業員（執行役員等を含む。以下同

じ。）ならびに当社の子会社の取締役、監査役及び従

業員に対して、会社法第236条、第238条及び第239条

の規定に基づく新株予約権の付与を行います。 

 ① 付与対象者の区分及び人数 

当社の従業員ならびに当社子会社の取締役、監査役及

び従業員 

 ② 新株予約権の目的となる株式の種類 

普通株式 

 ③ 株式の数 

530,000株を上限とする。 

 ④ 新株予約権の行使時の払込金額 

各新株予約権の行使に際して支出される財産の価額

は、新株予約権の行使により交付を受けることができ

る株式１株あたりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 ⑤ 新株予約権の行使期間 

新株予約権の割当日の翌日から２年を経過した日より

３年以内とする。 

 ⑥ 新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。 



(2）【その他】 

 特記事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく臨時報告書であります。 

  

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく臨時報告書であります。 

  

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

 （事業年度（第94期） 自平成18年１月１日 至平成18年５月31日） 

 平成18年８月24日 

 東海財務局長に提出 

（２）臨時報告書 

  

 平成18年９月22日 

 東海財務局長に提出 

（３）臨時報告書 

  

 平成18年11月30日 

 東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成19年２月23日

株式会社中央コーポレーション  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岡野 英生   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 横井 直人   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 久野 誠一   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社中央コーポレーション（旧社名 中央毛織株式会社）の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第95期事業年

度の中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社中央コーポレーションの平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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